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文部科学省発出「生後6か月以上4歳以下の者に対する新型コロナウイルス 

感染症に係る予防接種の実施に係る周知等について」の送付について 

 

平素、本会学校保健事業につきまして種々ご協力賜り、厚く御礼申し上げま

す。 

 さて、新型コロナウイルス感染症対策につきまして、予防接種実施規則等の

一部改正により、令和4年10月24日より、生後6か月以上4歳以下の者（以下「乳

幼児」という）に対する新型コロナワクチンの初回接種（1～3回目接種）が実

施されることとなりました※①。 

乳幼児に対する新型コロナワクチンの接種に係る考え方及び留意点等につ

いては、「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の幼児児童生徒に対する

実施についての学校等における考え方及び留意点等について（令和4年9月6日

付、文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課他 関係府省連名事務連絡）」

においてお知らせ※②しているところであり、引き続き当該事務連絡の内容を

踏まえて対応いただくようにとのことであります。 

新型コロナワクチンの接種に当たっては、ワクチンの効果や副反応、接種に

関する相談先の情報等について十分に周知されることが重要です。そのため、

地域の実情に応じ、幼稚園、幼保連携型認定こども園、保育所及び地域型保育

事業所（以下「幼稚園等」という）や社会教育施設等において保護者が訪れや

すい場所に情報提供資材を据え置く、教育委員会や幼稚園等のホームページや

施設内ネットワーク等に情報提供資材を掲載するなど、希望する保護者が必要

な情報を取得できるように各施設設置者等に協力を求めております。 

この度、文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課より上記の内容につい

て別添の文書にて本会に対し情報提供がありました。 

つきましては、貴会でもご了知いただくとともに関係の郡市区医師会を通 

じ、会員への周知方、よろしくお願いします。 
※① 令和4年10月17日付、日医発第1415号(健Ⅱ)にてご案内済 

※② 令和4年9月13日付、日医発第1134号(健Ⅰ)にてご案内済   

（公印省略）
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事 務 連 絡 

令和４年 10 月 24 日 

各都道府県・指定都市教育委員会総務課・学校保健担当課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

附属学校を置く各国公立大学法人附属学校事務主管課 

構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 1 2 条 第 １ 項 の 認 定 を 

受 け た 各 地 方 公 共 団 体 の 学 校 設 置 会 社 担 当 課 

各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課 

各 都 道 府 県 ・ 指 定 都 市 ・ 中 核 市 保 育 担 当 課 

各都道府県・市町村・特別区衛生主管部（局） 

御中 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 健 康 教 育 ・ 食 育 課 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 幼 児 教 育 課 

内閣府子ども・子育て本部参事官（認定こども園担当） 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課 

厚 生 労 働 省 健 康 局 予 防 接 種 担 当 参 事 官 室 

生後６か月以上４歳以下の者に対する新型コロナウイルス感染症に係る予防

接種の実施に係る周知等について 

 今般、予防接種実施規則（昭和 33 年厚生省令第 27 号）等の一部改正により、令和４年

10 月 24 日より、生後６か月以上４歳以下の者に対する新型コロナワクチンの初回接種（１

～３回目接種）（以下「乳幼児初回接種」という。）が実施されることとなりました。 

新型コロナワクチンの接種に当たっては、ワクチンの効果や副反応、接種に関する相談

先の情報等について十分に周知されることが重要です。今般の乳幼児初回接種の実施に関

しては、各都道府県・市町村・特別区衛生主管部（局）に対し、厚生労働省健康局予防接

種担当参事官室より別添の保護者等に対する情報提供資材について送付しているところで

すが、地域の実情に応じ、幼稚園、幼保連携型認定こども園、保育所及び地域型保育事業

所（以下「幼稚園等」という。）や社会教育施設等において保護者が訪れやすい場所に据え

置く、教育委員会や幼稚園等のホームページや施設内ネットワーク等に掲載するなど、希

望する保護者が必要な情報を取得できるように、各施設設置者等におかれても地域の衛生

主管部（局）の求めに応じて必要な協力を行ってくださいますようお願いします。その際、

保護者の質問等に応じられるよう、当該情報提供資材について、衛生主管部（局）におい

生後６か月以上４歳以下の者に対する新型コロナウイルス感染症に係る

予防接種の実施について、保護者への周知への御協力をお願いいたしま

す。 

別添
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て地域の相談先を明記するなど必要な編集を行った上で活用することを検討くださいます

ようお願いします。 

 なお、幼児に対する新型コロナワクチンの接種に係る考え方及び留意点等については、

「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の幼児児童生徒に対する実施についての学校

等における考え方及び留意点等について」（令和４年９月６日付け文部科学省初等中等教

育局健康教育・食育課、内閣府子ども・子育て本部参事官（認定こども園担当）、厚生労

働省子ども家庭局保育課及び厚生労働省健康局予防接種担当参事官室連名事務連絡）にお

いてお知らせしているところであり、引き続き当該事務連絡の内容を踏まえて対応いただ

くようお願いいたします。 

都道府県・指定都市教育委員会担当課におかれては所管の学校及び域内の市（指定都市

を除く。）区町村教育委員会に対して、都道府県私立学校主管部課におかれては所轄の学校

法人等を通じてその設置する学校に対して、国公立大学法人担当課におかれてはその設置

する附属学校に対して、構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の

認定を受けた地方公共団体の学校設置会社担当課におかれては所轄の学校設置会社及び学

校に対して、都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課及び保育担当課におかれて

は所管の認定こども園、保育所及び地域型保育事業所並びに域内の市（指定都市及び中核

市を除く。）区町村認定こども園主管課及び保育担当課に対して本件を周知されるようにお

願いします。 

以上 

＜本件連絡先＞ 
文部科学省： 

初等中等教育局 健康教育・食育課 
０３－５２５３－４１１１（内２９１８） 

  内閣府 
子ども・子育て本部 参事官（認定こども園担当） 

０３－５２５３－２１１１（内３８４４６） 
厚生労働省 

子ども家庭局 保育課 
０３－５２５３－１１１１（内４８５２、４８５３） 

 健康局 予防接種担当参事官室 
自治体サポートチームメールアドレス 
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